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芦屋市の給与・定員管理等について

１ 総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

区 分 住民基本台帳人口

（令和2年1月1日）

 歳 出 額 

        Ａ 

実質収支 人 件 費 

      Ｂ 

人件費率

 Ｂ／Ａ

(参考) 

30年度の人件費率 

令和 

元年度

              人

9 5 , 7 7 6

      千円

4 0 , 2 4 8 , 4 4 6

    千円

8 6 7 , 2 7 7

    千円

7 , 5 1 7 , 9 5 7

      ％

1 8 . 7

              ％

1 8 . 0

( 2 )  職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 職員数

    Ａ

給     与     費 ( 参 考 ) 一 人 当

たり給与費  

Ｂ／Ａ

(参 考 )類 似 団

体 平 均 一 人 当

た り 給 与 費  
給  料 職員手当 期 末 ･ 勤 勉 手 当   計 Ｂ 

令和 

元年度

    人

7 4 4

    千円

2 , 6 1 2 , 3 9 1

    千円

1 , 2 1 0 , 5 8 6

    千円

1 , 1 9 5 , 5 7 1

    千円

5 , 0 1 8 , 5 4 8

千円

6,745

        千円

6 , 1 8 0

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

２ 職員数は，平成３１年４月１日現在の人数である。 

３ 給与費については，任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含

まれており，職員数には当該職員を含んでいない。 

 (3) ラスパイレス指数の状況 

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較する

ため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職

俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平

均したものである。 

102.5 

98.6 99.1 

102.0 

98.6 99.1 

102.0 

98.3 98.9 
101.2 

98.3 98.9 

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

芦屋市 類似団体平均 全国市平均

H29 H30 H31 R2



- 2 -

※ 令和２年４月１日のラスパイレス指数が，①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合，

②３年連続で上昇している場合，③100 を超えている場合について，その理由及び改善の見込み 

 (4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について 

①給料表の見直し 

［ 実施  未実施 ］ 

実施内容（平均引下げ率，実施（実施予定）時期，経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合はその理由）） 

（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日 

（内容）行政職給料表については，国の見直し内容を踏まえ，平均２．０５％の引下げを実施

しました。また，２級以上の級の高位号給については，本市のラスパイレス指数が高い状況に

あることも踏まえ，給料カーブ・間差額を是正するなど国では最大４．０％の引下げに対し，

本市は最大４．９％の引下げを行いました。 

なお，激変緩和のため，国に準じて３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給

保障）を実施しました。 

他の給料表についても，国の見直し内容を踏まえて給料表の改定を実施しました。 

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては，俸給表の水準の平均２％の引下げ及び

地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされています。 

③本市では主に２つの要因によりラスパイレス指数が高くなっています。 

１点目が，「新規採用者数の抑制」と「段階の世代の退職」を起因とした管理職の昇任年齢

の引下げによる要因です。阪神・淡路大震災の復興財源を確保するために，新規採用者数の抑

制や欠員不補充などの職員数の削減を行いました。併せて，管理職ポストについても整理・統

合を行ってきましたが，団塊の世代の職員の定年退職に伴い，若い職員を管理職に登用した時

期があり，同じ経験年数でも本市の給料月額の方が高くなっていました。 

２点目が国家公務員との昇任制度の差による要因です。国家公務員では高校卒業の職員が課

長級以上になることは稀ですが，本市では高卒・短大卒であっても職務遂行能力に応じて部・

課長に昇任しています。そのため，高校・短大卒の職員に係るラスパイレス指数が国よりも高

い水準となっています。 

本市の対応として，次長級，課長補佐級のポストの廃止をはじめ，管理職ポストの整理や計

画的な採用など，職員構成の改善等とともに，昇給の抑制などの給与制度の見直しを行ってき

ました。 

これらの取り組みにより，ラスパイレス指数への効果が出てきており，高年層は国よりも高

いものの，若年層については低くなっています。 

今後，ラスパイレス指数は減少すると見込んでいますが，漸減に時間を要するため，即効性

を重視し，時限的にラスパイレス指数の高い高年層（管理職）の給料月額の減額措置を実施し

ています。 
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②地域手当の見直し 

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合） 

③その他の見直し内容 

２ 職員の平均給与月額，初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢，平均給料月額及び平均給与月額の状況(令和 2 年 4 月 1 日現

在）

①一般行政職

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

(国比較ベース)

芦屋市      39.0歳      295,600円     435,201円     381,146円

兵庫県     43.9歳      331,000円     423,459円 384,358円

国      43.2歳 327,564円 ―   408,868円

 類似団体      41.4歳      310,239円     388,335円     355,548円

②技能労務職 

ア 公務員 

区  分 平 均 年 齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額

(A )  

平均給与月額 

(国比較ベース)

芦屋市 47.8歳 92 人 311,400円 408,108円 378,613円

 うち清掃職 46.1歳 30 人 315,800円 433,247円 385,020円

うち調理職 42.5歳 21 人 288,200円 372,915円 359,010円

兵庫県 55.9歳 395 人 336,400円 395,532円 370,129円

国 50.9歳 2,319 人 287,283円 ― 328,862円

類似団体 51.7歳 21 人 325,579円 377,577円 357,939円

平成２７年１月１日昇給については，国家公務員は１号俸抑制しているところを本市は２号

給の抑制を実施しました（平成２７年１月１日実施）。また，管理職員特別勤務手当及び単身

赴任手当については，国の制度に準じて同様の見直しを実施しました（平成２７年４月１日実

施）。さらに，人事評価制度については，課長級以上に限定して実施していましたが，平成２

７年度からは課長補佐級以下の職員についても本格導入し，人事評価の成績率を翌年度の勤勉

手当の支給額に反映させる取組みを実施しました（一部職種を除く）。 

（支給割合）国基準１５％に対し，芦屋市においても１５％を支給。 

（実施時期）平成２７年１月１日 

（参考） 

平成２６年

度の支給割

合 

平成２７年度の支給割合 見直し後の

支給割合 

（ H29.4.1）

見直し後の

支給割合 

（ H29.4.1）

４月１日時

点 

遡及改定後 

国 基 準 に よ

る支給割合
  １５％   １５％ 遡及改定なし １５％ １５％ 

芦 屋 市 の 支

給割合 
  １４％   １５％ 遡及改定なし １５％ １５％ 
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   イ 民 間 

市職種

区分 

対応する民間の

類似職種 

平 均

年 齢

平均給与月額

(B )  ( A / B )

（参考）年収ベース（試算値）の比較

公 務 員  

( C )  

民 間  

( D )  ( C / D )

清 掃 職 廃棄物処理業従業員 46.2歳  300,100円 1 . 4 4 6,929,364円 4,166,100円 1.66

調 理 職 調理士 41.6歳  276,800円 1 . 3 5 5,972,280円 3,765,100円 1.59

   ※民間データは，賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成

29～31 年の３か年平均） 

   ※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり，年齢，業務内容，雇用形態等の点において

完全に一致しているものではない。 

   ※年収ベースの「公務員(C)」及び「民間(D)」のデータは，それぞれ平均給与月額を 12 倍したも

のに，公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当，民間においては前年に支給され

た年間賞与の額を加えた試算値である。 

③教育職（小・中学校，幼稚園）

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

芦屋市     43.5歳 371,400円     463,745円

兵庫県      44.7歳 379,780円     484,828円

類似団体     40.3歳 305,293円     350,929円

    （注）１ 「平均給料月額」とは，令和２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平

均である。 

２ 「平均給与月額」とは，給料月額と毎月支払われる扶養手当，地域手当，住居手当，時

間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり，地方公務員給与実態調査

において明らかにされているものである。 

また，「平均給与月額（国比較ベース）」は，比較のため，国家公務員と同じベース（＝

時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。 

(2) 職員の初任給の状況（令和 2 年 4 月 1 日現在）

区    分 芦 屋 市 兵 庫 県 国 

一般行政職 
大 学 卒 186,800円 188,700円  182,200円

高 校 卒         157,300円 154,900円 150,600円

技能労務職 
高 校 卒         145,700円 151,600円             － 

中 学 卒 －             －             － 

教 育 職 
大 学 卒        214,100円 210,800円             － 

高 校 卒        －        －             － 

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和 2 年 4 月 1 日現在）

    区    分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年 

一般行政職
大 学 卒         258,909円         366,857円          389,586円 420,321円

高 校 卒 （14年）241,100円 （18年）306,800円 364,200円 403,811円

技能労務職
高 校 卒 （ 9年）236,100円         － 円  （26年）361,000円 359,900円

中 学 卒 219,300円 263,533円          347,950円 （29年）305,100円

教 育 職
大 学 卒 319,488円 406,624円  416,518円 431,015円

高 校 卒             － 円             － 円              － 円       － 円



- 5 -

３ 一般行政職の級別職員数等の状況

(1)  一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和 2 年 4 月 1 日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １号給の 

給料月額 

最高号給の

給料月額 

１ 級 一般事務（技術）職 

人

４ ７  

％

１ ２ ．１  

    円

1 3 8 , 6 0 0  

    円

2 4 9 , 8 0 0  

２  級 一般事務（技術）職 

人

１ ３ ７  

％

３ ５ ．３  

    円

2 0 8 , 6 0 0  

    円

3 7 1 , 6 0 0  

３  級 係長・主査・主任 

人

１ ２ ５  

％

３ ２ ．２  

    円

2 4 3 , 6 0 0  

    円

4 0 8 , 0 0 0  

特３級 課長補佐・主席係長（主任）

人

２  

％

０ ． ５  

    円

2 6 0 , 3 0 0  

    円

4 3 1 , 4 0 0  

４  級 課長 

人

６ ４  

％

１ ６ ．５  

    円

2 7 7 , 0 0 0  

    円

4 6 7 , 1 0 0  

５  級 部長 

人

１ ３   

％

３ ． ４  

    円

3 6 9 , 6 0 0  

    円

5 1 2 , 1 0 0  

  （ 注）１ 芦屋市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

２ 標準的な職務内容とは，それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
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(2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和 2 年 4 月 1 日現在） 

(3) 昇給への人事評価の活用状況（芦屋市）

令和 2 年 4 月 2 日から令和 3 年 4 月 1 日

までにおける運用 
管理職員 一般職員 

イ 人事評価を活用している 〇 〇 

活用している成績率 
昇給可能 

な区分 

昇給実績が

ある区分 

昇給可能 

な区分 

昇給実績が

ある区分 

上位，標準，下位の区分 

上位，標準の区分 

標準，下位の区分 

標準の区分のみ（一律） 〇  〇 

ロ 人事評価を実施していない 
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４ 職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

芦  屋  市 兵  庫  県 国 

１人当たり平均支給額（令和元年度）

  １，６０５千円

１人当たり平均支給額（令和元年度）

       １，８８２千円

― 

（令和元年度支給割合） 

 期末手当    勤勉手当 

 ２ .６ 月分  １ .９ ０ 月分 

(１.４５)月分 (０.９０）月分

（令和元年度支給割合） 

 期末手当    勤勉手当 

 ２ .６ 月分  １ .９ ０ 月分 

(１.４５)月分 (０.９０）月分

（令和元年度支給割合） 

 期末手当    勤勉手当 

 ２ .６ 月分  １ .９ ０ 月分 

(１.４５)月分 (０.９０）月分

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役 職 加 算  ５ ～ ２ ０ ％  

 （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算   ５～２０％ 

・ 管理職加算 １０～２０％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算   ５～２０％ 

・ 管理職加算 １０～２５％ 

 （注） (  )内は，再任用職員に係る支給割合である。 

  ○勤勉手当への人事評価の活用状況（芦屋市） 

令和２年度中における運用 管理職員 一般職員 

イ 人事評価を活用している 〇 〇 

活用している成績率 
支給可能 

な成績率 

支給実績が

ある成績率

支給可能 

な成績率 

支給実績が

ある成績率

上位，標準，下位の成績率 〇   〇 〇 

上位，標準の成績率 

標準，下位の成績率 

標準の成績率（一律） 〇   

ロ 人事評価を活用していない 

 (2) 退職手当（令和 2 年 4 月 1 日現在）

芦    屋    市  国 

（支給率）         自己都合  定年前早期・定年

勤 続 2 0 年             19.6695月分 24.586875月分 

勤 続 2 5 年             28.0395月分 33.27075 月分 

勤 続 3 5 年             39.7575月分  47.709   月分 

最高限度額        47.709 月分  47.709   月分 

その他の加算措置  

定年前早期退職特例措置（割増率2～45％） 

1人当たり平均支給額  1 , 9 7 3千円  22,601千円 

（支給率）     自己都合    応募認定・定年

勤 続 2 0 年        19.6695月分 24.586875月分

勤 続 2 5 年          28.0395月分 33.27075 月分

勤 続 3 5 年          39.7575月分  47.709   月分

最高限度額     47.709 月分  47.709   月分

その他の加算措置  

定年前早期退職特例措置（割増率2～45％） 

 （注）退職手当の１人当たり平均支給額は，令和元年度に退職した職員に支給された平均額である。    
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(3) 地域手当（令和 2 年 4 月 1 日現在） 

支 給 実 績（令和元年度普通会計決算） 424,884千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 582,033円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

市 内 全 地 域  １５  ％   ７３０ 人 １５  ％

(4) 特殊勤務手当（令和 2 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（令和元年度普通会計決算）                     43,063千円

支給職員１人当たり平均支給年額(令和元年度決算)                      103,269円

職員全体に占める手当支給職員の割合(令和元年度)                        55．01％

手当の種類（手当数） １ ２  

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

防 疫 手 当

感染症患者，物件等の処理作業

に従事した職員 

感染症患者，物件等の処理

作業 
日額 ３００円 

（特例）新型コロナウィルス感染症の患者を受け入れる病院

等で，住民の生命及び健康を保護するために緊急で行われる

措置に係る業務に従事した職員 

日額 ３，０００円 

上記作業のうち，感染者等の身体に接触して行う作業又は時

間にわたり接して行う作業等に従事した職員 
日額 ４，０００円 

行旅病人等処置手当
行旅病人・行旅死亡人の収容等

の処置作業に従事した職員 

行路病人等の収容と収容

の処置作業 
１回 １，６００円以内 

汚 物 取 扱 手 当 汚泥，汚物を取扱う職員 
臨時又は緊急の必要によ

る汚泥，汚物の処理 
１回 １８０～１，５００円 

非 常 作 業 手 当
勤務時間外に災害対策業務のた

め出勤し業務に従事した職員 

勤務時間外での災害対策

業務 
１時間 ２００～日額 ２，４００円

交 替 制 勤 務 手 当 消防職員等 深夜等に勤務したとき １回 ３５０～１，５９０円 

消 防 業 務 手 当 消防署職員 災害出動，救急業務等 １回 １００～６００円 

技 術 技 能 手 当
薬剤職，医療技術職，栄養職，

看護職等 

特殊な技術・技能を必要と

する業務 
日額 １６０～４２０円 

特 殊 事 務 手 当

福祉保護現業業務，用地買収・

折衝業務，動物の死体受取業務

等に従事した職員 

福祉保護現業業務，用地買

収等業務，動物の死体受取

業務等 

日額 １２０～ 月額 ６，０００円

教 員 特 殊 業 務 手 当 教育職員 
非常災害時の生徒の保護

等 
日額 ２，４００～６，４００円 

教育業務連絡調整手当 市立幼稚園教諭 主任の職務にかかる業務 日額 ２００円 

年末年始等特別勤務手当
１２月２９日～翌１月３日に特

別の業務に従事した職員 
年末年始期間の業務 日額 ５，０００円 

技 能 現 場 作 業 手 当 技能長の業務に従事 

高度の技能と経験を必要

とする業務を行う技能職

員 

１回 ５２０円 ～ 

月額 １６，０００円 

(5) 時間外勤務手当

支給実績（令和元年度普通会計決算） 299,240千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 520千円

支給実績（３０年度普通会計決算） 336,101千円

支給職員１人当たり平均支給年額（３０年度決算） 572千円
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（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は，「支給実績（令和元年度決算）」と同じ

年度の４月１日現在の総職員数（管理職員，教育職員等，制度上時間外勤務手当の支給対象とは

ならない職員を除く。）であり，短時間勤務職員を含む。 

(6) その他の手当（令和 2 年 4 月 1 日現在）

手 当 名 内容及び支給単価
国の制度

との異同

国の制度と 

異なる内容 

支給実績 

(元年度決算)

支給職員１人当た

り平均支給年額 

（元年度決算）

扶 養 手 当

子 

子以外 

特定期間の加算 

10,000円

6,500円

5,000円 同 じ － 

千円

68,554

円

223,303
※満16歳の年度始めから満22歳の年度末

までの扶養親族である子に係る1人当たり

の加算額 

住 居 手 当
家賃支払者 

持家居住者 

31,000円以内

7,500円 異なる
・手当額 

・持家居住者に支給

千円

124,221

円

233,498

通 勤 手 当

交通機関利用者 6か月定期相当分 

（限度額：月55,000円） 

交通用具利用者 通勤距離に応じて支給

（限度額：月31,600円） 

同 じ － 

千円

84,707

円

142,845

管理職手当

部  長 

消防署長 

課  長 

保育所長 

課長補佐（施設管理者）

係  長（施設管理者）

101,000円 

83,000円 

73,000円 

63,000円 

43,000円 

43,000円 

異なる
役職に応じて定額で

支給 

千円

96,569

円

902,514

休日勤務手当 休日における正規の勤務時間中の勤務 同 じ － 
千円

54,386

円

157,185

（注） 住居手当については，令和 2 年度以降，国と同じになるよう，段階的に見直しを行っております。

５ 特別職の報酬等の状況（令和 2 年 4 月 1 日現在）

区     分 給 料 月 額 等

 給 

 料 

 市      長 

副   市   長  

教   育   長  

1,061,000円 

885,000円 

732,000円 

（参考）類似団体における最高／最低額

      1,061,000円／  455,000円 

        885,000円／   620,000円 

－ 

 報 

 酬 

議     長 

副  議  長 

議     員 

                737,000円 

                653,000円 

                591,000円 

        737,000円／  357,000円 

        653,000円／  294,000円 

        591,000円／  266,000円 

期 

末 

手 

当 

市      長 

副   市   長  

       （令和元年度支給割合） 

４．５０ 月分（役職加算２０％） 

※ 令 和 2年 4月 1日 ～ 4年 3月 31日 の 間 ， 10％ 減 額  

議     長 

副  議  長 

議     員 

       （令和元年度支給割合） 

４．５０ 月分（役職加算２０％） 

退  

 職 

 手 

 当 

市      長 

副   市   長  

教   育   長  

 （算定方式）        （１期の手当額）       （支給時期） 

1,061,000×在職月数×0.43     21,899,040円       任期毎 

   885,000×在職月数×0.26      11,044,800円       任期毎 

  732,000×在職月数×0.18       6,324,480円       任期毎 

  (注) 退職手当の「１期の手当額」は，４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき，１期 

（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。 



- 10 -

６ 職員数の状況

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在） 

      区 分 

部 門 

職 員 数（人） 対前年増減数

（人） 
主な増減理由 

平成３１年 令和２年 

普 

通 

会 

計 

部 

門 

一 

般 

行 

政 

部 

門 

議  会 ８ ８ ０

民間等委託，事務の統廃合縮小 

事務の統廃合縮小 

施設新増設，業務量増加対応 

施設新増設 

業務量増加対応 

事務の統廃合縮小 

業務量増加対応 

総  務 １２３ １２０ ▲３

税  務 ３６ ３５ ▲１

民  生 １９８ １９９ １

衛  生 ６９ ７１ ２

労  働 １ ２ １

農林水産 ２ ２ ０

商  工 ３ ２ ▲１

土  木 ６２ ６３ １

計 ５０２ ５０２ ０

＜参考＞ 

人口1,000人当たり職員数 5.26人 

類団人口1,000人当たり職員数 4.98人

教 育 部 門 １３７ １３５ ▲２ 事務の統廃合

体制強化 消 防 部 門 １０３ １０７ ４

小 計   Ａ ７４２ ７４４ ２

＜参考＞ 

人口1,000人当たり職員数 7.80人 

類団人口1,000人当たり職員数 6.34人

公営企業

等 

会計部門

病  院 ２４１ ２４４ ３ 業務量増加対応 

事務の統廃合縮小 水  道 ３２ ３０ ▲２

下 水 道 ２０ ２０ ０

そ の 他 ４１ ４１ ０

小計 Ｂ ３３４ ３３５ １

合  計 Ａ＋Ｂ １，０７６

[１，１２９]

１，０７９

[１，１２９]

３

 [０]

＜参考＞ 

人口1,000人当たり職員数 11.30人 

 （注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。 

    ２ [     ]内は，条例定数の合計である。 
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( 2 )  年齢別職員構成の状況（令和2年4月1日現在） 

区 分

20歳

未満

20歳

～

23歳

24歳

～

27歳

28歳

～

31歳

32歳

～

35歳

36歳

～

39歳

40歳

～

43歳

44歳

～

47歳

48歳

～

51歳

52歳

～

55歳

56歳

～

59歳

60歳

以上

計 

職員数 0 51 126 155 150 108 89 91 104 58 96 51 1,079 

 (3) 職員数の推移

（ 単 位 ： 人 ・ ％ ）  

年 度

部 門 別  

平 成  

27 年

平 成  

28 年

平 成  

29 年

平 成  

30 年

平 成  

31 年

令 和

２ 年

過 去 5 年 間 の  

増 減 数 (率 ) 

一 般 行 政  455 472 482 488 502 502 47(9.4％)

教 育  
142 145 145 144 137 135 ▲7(▲5.2%)

消 防  95 95 97 101 103 107 12(11.2%)

普 通 会 計 計  692 712 724 733 742 744 52(7.0%)

公 営 企 業 等 会 計 計 322 316 322 330 334 335 13(3.9%)

総 合 計  1,014 1,028 1,046 1,063 1,076 1,079 65(6.0%)

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。 
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７ 公営企業職員の状況

（1） 芦屋市水道事業 

① 職員給与費の状況

    ア 決算

区 分

総費用 

 Ａ

純損益又は

実質収支 

職員給与費 

Ｂ

総費用に占める

職員給与費比率

    Ｂ／Ａ

 (参考) 

３０年度の総費用に占

める職員給与費比率 

令和 

元年度

  千円

1, 8 6 6 , 9 0 1

       千円

2 5 5 , 9 6 1

     千円

2 3 6 , 3 3 2

           ％

1 2 . 1

                ％

1 2 . 1

区  分 職員数

    Ａ

給     与     費 
一人当たり 

給与費 B / A

（ 参 考 ）市 町 村

平 均 一 人 当 た

り 給 与 費  

給  料 職員手当 期 末 ･ 勤 勉 手 当 計  Ｂ

令和 

元年度

    人

3 2  

    千円

1 2 4 , 4 8 2

    千円

5 6 , 4 8 3

    千円

5 5 , 3 6 7

    千円

2 3 6 , 3 3 2

       千円

7 , 3 8 5

       千円

6 , 1 6 5

     （注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

２ 職員数は，令和２年３月３１日現在の人数である。 

イ  特記事項 

給 与 の 抑 制 措 置  

     ・ 給 料 の 減 額 （ 部 長 級 ５ ％ ， 課 長 級 ３ ％ ）  

② 職員の基本給，平均月収額及び平均年齢の状況（令和 2 年 4 月 1 日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

芦屋市水道事業      45.4歳     379,224円   582,346円

団 体 平 均       44.2歳     339,529円   512,723円

       （注） 平均月収額には，期末・勤勉手当等を含む。 

③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

芦 屋 市 水 道 事 業 団 体 平 均 

１人当たり平均支給額（令和元年度）   

             １，７３０千円

１人当たり平均支給額（令和元年度）   

             １，５２２千円

（令和元年度支給割合） 

     期末手当        勤勉手当 

    ２ ． ６ 月分     １ ． ９ ０ 月分

   (１ ．４ ５ )月分   (０ ．９ ０ )月分

（加算措置の状況） 

職制上の段階，職務の級等による加算措置 

５ ～ ２ ０ ％  

       (注)  (  )内は，再任用職員に係る支給割合である。 
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イ 退職手当（令和 2 年 4 月 1 日現在）

芦    屋    市  団 体 平 均   

（支給率）     自己都合  定年前早期・定年

勤 続 2 0 年         19.6695月分 24.586875月分

勤 続 2 5 年         28.0395月分 33.27075 月分

勤 続 3 5 年         39.7575月分  47.709   月分

最高限度額    47.709 月分  47.709   月分

その他の加算措置  

定年前早期退職特例措置（割増率2～45％） 

1人当たり平均支給額   1 , 1 0 6千 円   22,046千円 1人当たり平均支給額  8,861千円 

 （注）退職手当の１人当たり平均支給額は，令和元年度に退職した職員に支給された平均額である。   

ウ 地域手当（令和 2 年 4 月 1 日現在）

支 給 実 績（令和元年度決算）           20,040千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算）                  626,237円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

市 内 全 地 域         15％           32人              15％ 

エ 特殊勤務手当（令和 2 年 4 月 1 日現在）

支給実績（令和元年度決算）                          1,984千円

支給職員１人当たり平均支給年額(令和元年度決算)                           165,344円

職員全体に占める手当支給職員の割合(令和元年度)                            37.50％

手当の種類（手当数） ６

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

有 害 物 取 扱 手 当
奥山浄水場に勤務する職員 

（１日１人１回） 

奥山浄水場の次亜塩素酸ナト

リウム薬品注入室における薬

品タンク等機器の点検管理作

業に従事したとき 

１回 １２０円 

非 常 作 業 手 当

予期しない出水，浸水その他著し

く困難な作業条件下にかかわら

ず緊急に又は，強行に作業に従事

した職員等 

予期しない出水，浸水その他

著しく困難な作業条件下にか

かわらず緊急に，又は強行に

作業に従事したとき等 

１回 ４００～１，２００円

交替制勤務手当 奥山浄水場に勤務する職員 交替制勤務に従事したとき １回 １，２４０円 

待 機 手 当 奥山浄水場に勤務する職員 
奥山浄水場の夜間勤務を命ぜ

られ待機したとき 
１回 ５，９００円 

年末年始等特別

勤 務 手 当

１２月２９日～翌年１月３日に

特に必要があって公務に従事し

た職員 

年末年始期間に特に必要があ

って公務に従事したとき 
日額 ５，０００円 

特 殊 事 務 手 当
水道料金の滞納精算及び給水停

水処分に従事した職員 

水道料金の滞納精算及び給水

停水処分に従事したとき 
１日 ２３０円 

オ 時間外勤務手当

支 給 実 績 （ 令 和 元 年 度 決 算 ）                 15,033千円

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 557千円

支 給 実 績 （ ３ ０ 年 度 決 算 ）                 16,528千円

職員１人当たり平均支給年額（３０年度決算） 590千円
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カ その他の手当（令和 2 年 4 月 1 日現在）

手 当 名 内容及び支給単価

一般行政職

の制度との

異同 

一般行政職の制度

と異なる内容 

支給実績 

(元年度決算)

支給職員１人当た

り平均支給年額 

（元年度決算）

扶養手当

子 

子以外 

特定期間の加算 

10,000円

6,500円

5,000円
同 じ － 3,867千円 193,350円

※満16歳の年度始めから満22歳の年度

末までの扶養親族である子に係る1人当

たりの加算額 

住 居 手 当
家賃支払者 

持家居住者 

31,000円以内 

7,500円
同 じ － 4,537千円 197,270円

通勤手当

交通機関利用者 6か月定期相当分 

（限度額：月55，000円） 

交通用具利用者 通勤距離に応じて 

支給 

（限度額：月31,600円） 

同 じ － 4,427千円 152,669円

管 理 職

手   当

部  長 

課  長 

課長補佐(施設管理者)

係  長(施設管理者)

101,000円 

73,000円 

43,000円 

43,000円 

同 じ － 4,726千円 945,120円

（注） 住居手当については，令和 2 年度以降，国と同じになるよう，段階的に見直しを行っております。

(2) 芦屋市病院事業

① 職員給与費の状況

    ア 決算

区 分

総費用 

 Ａ

純損益又は

実質収支 

職員給与費

Ｂ

総費用に占める

職員給与費比率

    Ｂ／Ａ

 (参考) 

３０年度の総費用に占

める職員給与費比率 

令和 

元年度

  千円

5, 3 6 7 , 2 1 9

       千円

6 1 , 4 5 0

     千円

1 , 9 1 7 , 6 5 0

           ％

3 5 . 7

                ％

3 4 . 8

区  分 職員数

    Ａ

給     与     費 
一人当たり 

給与費 B / A

（ 参 考 ） 市 町 村

平 均 一 人 当 た り

給 与 費  

給  料 職員手当 期 末 ･ 勤 勉 手 当 計  Ｂ 

令和 

元年度

    人

2 3 2  

    千円

9 0 1 , 1 7 8

    千円

5 7 5 , 9 0 8

    千円

4 4 0 , 5 6 4

    千円

1 , 9 1 7 , 6 5 0

       千円

8 , 2 6 6

       千円

6 , 9 4 9

     （注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

２ 職員数は，令和２年３月３１日現在の人数である。 

イ  特記事項 

給 与 の 抑 制 措 置  

     ・ 給 料 の 減 額 （ 企 業 職 ・ 医 療 技 術 職 ・ 看 護 職 ・ 医 療 専 門 事 務 職 給 料 表 適 用 者 ）  

（ 部 長 級 ５ ％ ， 課 長 級 ３ ％ ）  
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② 職員の基本給，平均月収額及び平均年齢の状況（令和 2 年 4 月 1 日現在）

区分 平均年齢 基本給 平均月収額 

芦屋市病院事業（医師）       48.11歳    638,036円 1,372,412円

芦屋市病院事業（看護師） 39.4歳 348,369円 556,664円

芦屋市病院事業（事務職員） 38.6歳 327,037円 550,176円

       （注） 平均月収額には，期末・勤勉手当等を含む。 

③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

芦 屋 市 病 院 事 業 団  体  平  均  

１人当たり平均支給額（令和元年度）   

            １，８９９千円 

１人当たり平均支給額（令和元年度）   

            １，４２６千円 

（令和元年度支給割合） 

      期末手当       勤勉手当 

     ２ .６ 月分     １ .９ ０ 月分 

     (１ .４ ５ )月分  (０ .９ ０ )月分

（加算措置の状況） 

職制上の段階，職務の級等による加算措置 

５～２０％ 

       (注)  (  )内は，再任用職員に係る支給割合である。 

イ 退職手当（令和 2 年 4 月 1 日現在）

芦 屋 市 病 院 事 業 団  体  平  均  

（支給率）     自己都合  定年前早期・定年

勤 続 2 0 年         19.6695月分 24.586875月分 

勤 続 2 5 年         28.0395月分 33.27075 月分 

勤 続 3 5 年         39.7575月分  47.709   月分 

最高限度額    47.709 月分  47.709   月分 

その他の加算措置  

定年前早期退職特例措置（割増率2～45％） 

１人当たり平均支給額 1 , 8 0 7千 円     16,517千円 １人当たり平均支給額     4,404千円

      （注）退職手当の１人当たり平均支給額は，令和元年度に退職した職員に支給された平均額

である。 

ウ 地域手当

（令和 2 年 4 月 1 日現在）

支 給 実 績（令和元年度決算）          148,347千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算）               653,509円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

市 内 全 地 域         15％

医師職は16％

         227人              15％ 
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エ 特殊勤務手当（令和 2 年 4 月 1 日現在）

支給実績（令和元年度決算）                      144,823千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算）               735,141円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度）                       84.91％

手当の種類（手当数） １ １

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

防 疫 手 当
感染症患者等の救護，物件等の

処理業務に従事した職員 

感染症患者等の救護，物件等

の処理業務 

日額 ３００円 

日額 ３，０００円 

日額 ４，０００円 

非 常 作 業 手 当

勤務時間外に災害対策業務や

緊急の診療業務のために出勤

し業務に従事した職員 

勤務時間外での災害対策業務

や緊急の診療業務 

１時間 ２００円～ 

１回 ２，９００円

夜 間 看 護 手 当 助産師，看護師，准看護師 

交替制勤務により深夜に正規

の勤務時間として看護業務に

従事したとき 

１回 ２，０００円～ 

６，８００円

医師特別調整手当 医師職の職員 診療業務 
月額 ２００，０００円～ 

２８０，０００円

放 射 線 取 扱 手 当 医療技術職，看護職の職員 

放射線を人体に対して照射す

る業務又はその補助業務に従

事したとき 

月額 ７，０００円 

病 棟 勤 務 手 当 看護職の職員 
交替制勤務にて病棟に勤務し

たとき 
月額 ３，０００円 

救 急 入 院 手 当 医師職，看護職の職員 緊急の入院の対応業務 
１件 ５，０００円（医師職）

１件     ５００円（看護職）

解 剖 手 当 看護職，医療技術職の職員 解剖業務 １件 ３，０００円 

年 末 年 始 等 特 別

勤 務 手 当

１２月２９日～翌年１月３日

に特別の業務に従事した職員 
年末年始期間の業務 

１回 １２，２００円（宿日直

業務） 

１時間 １，７３０円（宿日直

業務以外） 

救 急 手 当
救急車両運転業務に従事した

職員 
救急車両運転業務 １回 ２４０円 

産 業 医 手 当 産業医 
職員の健康管理等の業務に従

事したとき 
月額 ５，０００円 

オ 時間外勤務手当

支 給 実 績 （ 令 和 元 年 度 決 算 ）                 52,008千円

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 280千円

支 給 実 績 （ ３ ０ 年 度 決 算 ）                 53,930千円

職員１人当たり平均支給年額（３０年度決算） 298千円
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カ その他の手当（令和 2 年 4 月 1 日現在）

手 当 名 内容及び支給単価

一般行政職

の制度との

異同 

一般行政職の制度と

異なる内容 

支給実績 

(元年度決算)

支給職員１人当た

り平均支給年額 

（元年度決算）

扶養手当

子 

子以外 

特定期間の加算 

10,000円

6,500円

5,000円
同 じ － 18,856千円 219,257円※満16歳の年度始めから満22歳の年度

末までの扶養親族である子に係る1人当

たりの加算額 

住 居 手 当
家賃支払者 

持家居住者 

31,000円以内 

7,500円 
同 じ － 42,790千円 253,195円

通勤手当

交通機関利用者 6か月定期相当分 

（限度額：月55,000円） 

交通用具利用者 通勤距離に応じて 

支給 

（限度額：月31,600円） 

同 じ － 26,587千円 122,520円

管 理 職

手   当

（企業職給料表適用者） 

同 じ － 

48,853千円 977,061円

局  長

課  長

101,000円

73,000円

（医療職給料表適用者） 

異なる 区分及び金額 

病 院 長

副病院長

診療局長

参 事

科 部 長

科 次 長

主任医長

医 長

副 医 長

136,000円

108,000円

93,000円

88,000円

76,000円

72,000円

43,000円

（医療技術職給料表,看護職給料表,

医療専門事務職給料表適用者） 

異なる 区分及び金額 

局   長

薬剤科部長

主任技師長

科 長

看 護 部 長

副看護部長

技 師 長

看 護 師 長

課 長

主 幹

108,000円

93,000円

76,000円

72,000円

（注） 住居手当については，令和 2 年度以降，国と同じになるよう，段階的に見直しを行っております。 
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８ 技能労務職員等の給与等の見直しにむけた取組方針

(1) 現状

   ① 職種ごとの人数・平均給与・平均年齢等及び民間従業員データ（令和 2 年 4 月 1 日） 

     ２ (1)②のとおり 

②職種ごとの年齢別の人数（令和 2 年 4 月 1 日） 

③その他給与に関する事項 

ア 給料表 

    技能職給料表の１～４級を適用する。 

   イ 諸手当 

    扶養手当，地域手当，通勤手当，住居手当，特殊勤務手当，時間外勤務手当， 

休日勤務手当，期末手当，勤勉手当，退職手当 

   ウ 昇給基準 

    昇給日前１年間の勤務成績に応じ４号給（55 歳を超える職員については昇給停止）を標準とし

て昇給する。 

(2) 基本的な考え方 

技能労務職員については，退職者の欠員不補充を原則として，事務事業の見直しを行い適正配置

に努めていく。 

 給与面に関しては，国，県，近隣市の動向を見ながら，一般職に準じ，改正等を行う。 

(3) 具体的な取組内容 

①一般行政職員等と同じであった技能労務職員の給料表については，平成２６年度より技能職給料

表を適用した。 

②特殊勤務手当について，平成１７年度に火葬業務手当，雨中作業手当，危険物取扱手当及び変則

勤務手当を廃止し，その他の手当についても見直した。また平成２４年度に，年末年始等特別勤務

手当について見直しを行った。 

③昇給については，今後人事評価制度の導入を行い，その評価基準に応じた昇給制度を検討する。 

(4) その他 

技能労務職員については，原則，退職者の欠員不補充としており，今後，事務・事業の見直し

を行う中で，民間に委ねることができる業務については，行政責任の確保，市民サービスの維持

・向上等に留意しながら民間委託等を行っていく考えである。 

区  分 

 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

19 歳 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳

全   体 
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

0 2 3 4 8 9 7 7 12 10 16 14

うち清掃職 0 2 2 4 2 0 0 1 5 5 6 3

うち調理職 0 0 0 0 3 7 3 3 3 1 1 0

その他 0 0 1 0 3 2 4 3 4 4 9 11


